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皆さまには、平素より関東つくば銀行を
お引き立ていただき、誠にありがとうござ
います。
当行は地域の皆さまとともに歩み、地域
経済の発展を担う金融機関として確固たる
経営基盤を築いてまいりました。これもひ
とえに、皆さまのご理解とご支援の賜物と
厚く御礼申し上げます。

▲

金融経済環境について

平成18年度のわが国の景気は、緩やか
に拡大を続けました。
輸出は増加を続け、高水準の企業収益や
良好な業況感が維持されたことから設備投

資も増加傾向をたどり、その結果生産面でも拡大基調が続きました。
また、雇用者所得が緩やかな増加を続ける中で、個人消費は底堅く推移し、住宅投資も緩やかに増加基調
を維持しました。先行きについても、景気は緩やかな拡大を続けると予想されます。
物価については、国内企業物価は、既往の国際商品市況の反落が影響し横ばいで推移し、消費者物価も原
油価格反落の影響などから概ね横ばいで推移しました。
こうした経済、物価情勢を踏まえて日本銀行は金融政策決定会合において政策変更を行いました。平成
18年7月にゼロ金利を解除し、平成19年2月には２度目の金利水準の調整を行い、金利誘導目標を0.25％
引き上げ0.5％程度としました。
茨城県内の景気は、国内経済情勢と同様に、緩やかに回復を続けました。輸出が好調に推移し、これに支
えられて鉱工業生産も増加しました。雇用情勢は、有効求職者数が連続して減少を続け、有効求人倍率が緩
やかに上昇を続けるなど改善が進み、個人消費は総じて持ち直しの状況が続きました。
地域経済に大きな影響を与える茨城県内の地価は下落を続けていますが、住宅地、商業地とも下げ止まり
の傾向となってきています。特に、つくばエクスプレス沿線の地価は上昇に転じ、地域開発が進むなど地域
の経済状況に変化の兆しが見えつつあります。

▲
役職員が一丸となって中期経営計画を推進し、初年度目標を達成することができました

当行は、新たな経営ビジョン「企業価値を高める革新への挑戦」のもとに、お客さま、株主さま、地域社
会、当行グループ及び行員のステークホルダーの満足の実現を図り企業価値を高めてまいります。この経営
ビジョンを着実に実現するために新中期経営計画を策定いたしました。
中期経営計画は、これからが飛躍の時として、「新たなスタート　ＳＰＥＥＤ＆ＰＯＷＥＲ」をスローガ
ンとして“スピードのある行動”と“一人ひとりのパワーを結集”すれば目標は必ず達成できるという思い
をこめてスタートいたしました。
平成19年3月末の実績は全役職員が一丸となって努力した結果、全目標を達成することができました。

中期経営計画の項目 19年3月末目標 19年3月末実績 20年3月末目標

当 期 純 利 益 3,550百万円 6,376百万円 4,156百万円

コ ア 業 務 純 益 9,975百万円 10,506百万円 10,232百万円

当期純利益ＲＯＡ 0.29% 0.52% 0.34%

Ｏ Ｈ Ｒ 64.13% 63.38% 62.70%

自 己 資 本 比 率 8.35% 9.48% 8.82%

リスク管理債権比率 8.85% 8.36% 7.85%

頭取メッセージ
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中期経営計画は平成20年3月期が最終年度で、「経営基盤強化に関する計画」5年間の総仕上げの年度に
あたります。最終目標を達成できるよう営業戦略を着実に実行してまいります。

▲

平成１９年度の展開について

本年度は「経営基盤強化に関する計画」の最終年度で、これを達成するための中期経営計画の最終年度に
当たります。
この計画を進めるにあたって、最も重要なことは、全役職員が法令等遵守を経営の最重要課題であるとい
うことを認識することであります。また、経営陣自らが、営業店への臨店を実施し、率先垂範してコンプラ
イアンスにかかる指示･指導を行うなど、法令等遵守態勢の確立に向けた関与をさらに強化してまいります。
お取引をいただいておりますお客さま、地域の皆さま、ならびに株主の皆さま方の信頼を得てこそ、更なる
飛躍が望めるものであります。
コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、アドバイザリーボードを設置いたします。アドバイザリーボー
ドは経営への助言機関として、外部有識者から専門的な知識、経験に基づいた幅広い視点により経営全般に
ついての助言・提言をいただき、それを経営に反映させることにより、経営の健全性・効率性・透明性を高
め、企業価値・株主価値を一層向上させるものであります。

次に、勘定系と情報系の新システムへの移行を計画しています。
当行は、地方銀行８行で構成する「じゅうだん会」の共同版システムへ平成20年１月に移行する予定です。
この共同版システムに移行することによって、総合採算管理が大きく変わり、店別、個社別、部門別採算管
理が行えるようになり、よりきめ細かな採算マネジメントを行う体制が出来上がります。
また、管理手法も総額法からスプレッドバンキングに変わる等、効率的なシステム運用と合わせ、システ
ム上の大きな進化をする予定です。

▲

地域の発展とともに

当行の主たる営業地盤である茨城県は平坦であるため可住地面積は全国第４位の広さを持ち、温暖な気候
と豊かな自然に恵まれています。また、高速道路や港湾等の整備が進み、つくばエクスプレス等交通インフ
ラ整備が進んでおります。こうした状況を背景として、平成18年の工場立地面積が全国一位になるなど生
産の拠点となりつつあります。また、つくばエクスプレスの乗降客が逓増するなど地域の発展が目に見える
ようになってまいりました。当行は、こうした地域の発展を業容拡大の千載一遇の好機として、持続的努力
を積み重ねて大きく飛躍してまいります。
厳しい環境ではございますが、役職員一同全力を尽くしてまいる所存でありますので、今後ともより一層
のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

《アドバイザリーボードのご紹介》（五十音順）

名前 経歴と所属

門脇　厚司　氏 筑波学院大学長・筑波大学名誉教授

斎藤　良彦　氏 関東信越税理士会副会長

中田　義隆　氏 財団法人筑波メディカルセンター理事長

仁田　陸郎　氏 前東京高等裁判所長官

平田　洋子　氏 土浦市教育委員・茨城県書美術振興会　常任理事

宮田　武雄　氏 茨城県立産業技術短期大学校長・前茨城大学長・工学博士



�

11,214
10,742

10,045

11,283

7,412

10,949

12,361

10,506

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（単位：百万円）

33,477

28,690

35,009

29,903

35,743

29,668

34,953

28,312

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期

経常収益・業務粗利益
　経常収益　　業務粗利益

8,000

6,000

4,000

2,000

0

△ 2,000

△ 4,000

△ 6,000

△ 8,000

（単位：百万円）

1,518 1,129

△ 7,045 △ 5,439

△ 3,496
△ 4,348

4,975

6,376

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期

経常利益・当期純利益
　経常利益　　当期純利益

（単位：百万円）
業務純益・コア業務純益

　業務純益　　コア業務純益

業績ハイライト



�

4,976

2,285

8,504

1,842

4,847

2,161

8,504

1,759

4,673

2,283

8,679

1,910

2,425

9,047

2,070

12,000

5,000

4,000

3,000

2,000

11,000

10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

1,900

1,700

1,500

1,300

1,100

900

700

5005,000

1,000

（単位：億円）

664

1,011

1,342

1,700

5,000

7,000

9,000

平成16年3月末

預かり資産残高は投資信託、国債等公共債、外貨預金、年金保険の合計額を表示しています。

（注）住宅ローン債権証券化実施残高は、平成16年3月末は384億円、平成17年3月末は266億円です。

平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

平成16年3月末 平成17年3月末 平成18年3月末 平成19年3月末

預金・預り資産残高
　預金　　うち個人預金　　　預り資産

（単位：億円）
貸出金残高

　　貸出金　　うち中小企業法人　　うち消費者ローン　　うち住宅ローン

11,341

8,761

11,222

8,656

11,602

9,040

11,871

9,221

4,806

主要な経営指標等の推移（単体） （金額単位：百万円）
平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度旧関東銀行 旧つくば銀行

経 常 収 益 22,813 8,667 33,477 35,009 35,743 34,953
経常利益（△は経常損失） 121 △ 1,086 1,518 △ 7,045 △ 3,496 4,975
当期純利益（△は当期純損失） △ 519 △ 927 1,129 △ 5,439 △ 4,348 6,376
資 本 金 20,000 6,182 20,000 21,501 23,862 31,368
発行済普通株式総数（千株） 14,008 71,473 22,377 28,737 40,011 55,754
発行済優先株式総数（千株） 5,007 − 4,629 4,099 1,494 1,293
純 資 産 額 25,812 6,956 31,088 28,214 27,981 51,636
総 資 産 額 915,240 354,586 1,198,568 1,181,493 1,245,796 1,266,385
預 金 残 高 873,823 342,773 1,134,140 1,122,232 1,160,203 1,187,150
貸 出 金 残 高 648,178 230,139 850,481 850,424 867,935 904,769
有 価 証 券 残 高 91,608 65,284 150,637 187,301 226,756 234,141
1株 当 た り 純 資 産 額（円） 756.33 97.39 770.00 554.95 589.62 859.62
1株当たり配当額（円）普通株式 − − − − − 10
1株当たり配当額（円）優先株式 − − − − − 60
1株当たり当期純利益（円） △ 38.86 △ 12.98 51.99 △ 229.96 △ 129.15 124.82（△は1株当たり当期純損失）
単体自己資本比率（国内基準）（%） 6.60 4.57 6.58 6.63 8.56 9.48
配 当 性 向（％） − − − − − 8.01
従 業 員 数（人） 864 369 1,135 1,072 1,051 1,043
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内部管理体制

リスク管理態勢
金融、経済の急速な変化とＩＴ化の進展を背景に、金融機関の業務内容は急速に変化しており、これに伴っ
て発生するリスクはますます多様化かつ複雑化しております。
当行では、お客さまから信頼される銀行であるために、経営の健全性の維持と、安定した収益確保の観点
からリスク管理を最重要課題の一つと捉え、全行を挙げて取り組んでおります。
このため中期経営計画において、「リスク管理の強化」を重点方針の一つに掲げるとともに、リスク管理
規程・リスク管理委員会の運営を通して、経営陣の積極的な関与のもと、総合的なリスク管理体制の整備と
運用に努めております。
信用リスク、市場リスク、流動性リスク、事務リスク、システムリスク、レピュテーショナルリスク等主
要なリスク管理については、所管部がリスクの所在と大きさの把握に努め、各リスク管理規定の整備、運用
を行うほか、リスク管理委員会に設けられた各リスクに対応する小委員会が、具体的な各リスクの評価、管
理方針等の検討を加え適切なリスク管理に努めております。

リスク管理体制とリスクの種類

◇信用リスク管理
信用リスクとは、融資した資金等が経営状態の悪化などにより、当初の契約通りの元金や利息などが回収
困難になるリスクをいいます。
当行では、信用リスクを最も影響の大きいリスクと位置付け、リスク分散・低減とリスク・リターン管理
を通して資産の健全性を維持し、効率的な資産の運用を基本方針とした「信用リスク管理規程」を制定し、
与信管理の徹底と審査態勢の充実、信用格付を前提とした信用リスク定量化とポートフォリオ管理をはじめ、
期ごとに管理方針を明示して、信用リスクに係る基本的な考え方、取組み姿勢などを徹底しております。な
お、適切な与信判断ができるよう、「融資支援システム」による審査サポートを強化する一方で、「信用格付
制度」の構築、「信用リスク定量化システム」の運用による企業等のデフォルト情報、回収情報などに基づ
く予測損失額等の把握やリスクに見合った金利の策定など信用リスク管理を行っております。

取締役会

常務会

リスク管理委員会

懲戒委員会

運営小委員会

リーガルリスク

ＡＬＭ委員会

市場リスク

流動性リスク

信用リスク
小委員会

信用リスク 事務リスク

システムリスク

経 営 リ ス ク 等
小委員会

レピュテーショナル
リスク

監査役会会計監査人

（事務局：経営管理部）コンプライアンス
委員会

オペレーショナル
リスク小委員会

CSR（企業の社会的責任）を重視した経営
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◇市場リスク管理
市場リスクとは、市場の様々なリスク要因の変動によって損失が発生するリスクをいいます。市場の変動
によって生じるリスクには、金利リスク、価格変動リスク、為替リスク等があります。
  当行では、この市場の変動によるリスクの重要性を十分認識し、リスクを総合的に把握し適切にコント
ロールしながら安定的な収益を確保するため「ＡＬＭ」手法を取り入れております。　
「ＡＬＭ」とは、資産と負債の動向および市場の変動を予測、分析し総合的に管理することにより、当行
のおかれたリスクと収益の対応関係を把握して、許容可能な範囲のリスクと収益をどのように組み合わせる
かを求めていく手法で、毎月開催されるＡＬＭ委員会において収益の安定化を図っております。    

◇流動性リスク管理
流動性リスクとは、資金の運用と調達の期間のミスマッチや、予期しない資金の流出等により資金不足に
なるリスクのことをいいます。
当行では、この対応として流動性リスク管理規程に基づきＡＬＭ委員会、リスク管理委員会をはじめとし
た諸会議を通じて、当行全体の資金繰り状況および見通しの把握に努め、不測の事態を想定した対策を講じ
ております。

◇事務リスク管理
銀行の業務の多様化や取扱商品の増加と情報技術の高度化により、事務処理が複雑多岐になるとともに、
事務量も増加しております。
当行では、事務リスク管理基本方針を定め、信頼性の高い堅確な事務処理体制による業務運営の定着化を
図ることを目的に、事務取扱の基準となる事務手続や職務権限規程等による管理体制と相互牽制に基づく事
務リスク管理を行っております。
監査体制につきましては、事務処理状況および業務運営・管理状況の検証と事故防止・不正防止の観点か
ら、監査部による営業店・本部および関連会社の内部監査のほか営業店における毎月の自店検査を実施して
おります。また、事務指導を行う専門スタッフを配置し、事務部および融資部による臨店事務指導を実施し、
監査部と連携して事務処理や管理レベルの向上に努め、各営業店の事務水準の向上を図っております。

◇システムリスク管理・顧客情報管理
システムリスクとは、システムの不備、コンピュ－タの誤作動や不正使用等により発生するリスクをいい
ます。
当行では、システムリスク管理規程に基づき、システム、データ、ネットワークの管理体制を定め、厳正
な管理・運営体制を敷いております。さらにセキュリティポリシーや顧客情報管理規程に基づき、お客さま
の大切な情報を守るため、情報資産の保護の基本姿勢や管理体制を定めております。
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コンプライアンス（法令等遵守）態勢

コンプライアンスとは、法令を守ることはもちろんのこと、社内規則、社会規範等、一般的に求められる
倫理やモラルを遵守することをいいます。
当行にとってお客さまとの「信頼」「信用」が最大の財産であるとの認識のもと、コンプライアンスを経
営の最重要課題と捉え、頭取を委員長とするコンプライアンス委員会の設置や、各営業店および本部各部に
コンプライアンス責任者としてチーフコンプライアンス･オフィサー（部店長）、コンプライアンス担当者で
あるコンプライアンス・オフィサー（次席者）を配置しております。
そして、取締役会が決定するコンプラアインスの実践計画であるコンプライアンス・プログラムに基づい
て、パートタイマーを含む行員階層別コンプライアンス研修や各部店毎に策定した具体的な実施計画と各人
のコンプライアンス・チェックを実施しております。さらに遵守すべき法令等と対応をまとめたコンプライ
アンス・マニュアルをパートタイマーを含む全行員へ配付するなど、コンプライアンスの周知徹底に努めて
おります。
また、公益通報者保護法の施行に伴う行内の内部通報制度として、外部の弁護士と行内のコンプライアン
ス統括部署を通報･相談窓口としたコンプライアンス・ホットラインを設置し、法令等違反行為の未然防止
等によるコンプライアンス態勢の強化を図っております。

取締役会

常務会

コンプライアンス委員会

コンプライアンス態勢図

懲戒委員会

反社会的勢力対策
小委員会

事故防止対策
小委員会

融資業務改善
小委員会

証券事故等審査
小委員会

現金事故処理
小委員会

監査役会

（事務局：経営管理部）
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個人情報保護への取り組み

当行は、平成17年4月1日から全面施行された「個人情報の保護に関する法律」（以下「個人情報保護法」
といいます）に基づき、個人情報保護に関する基本方針を「プライバシーポリシー（個人情報保護宣言）」
として制定し、ホームページやポスターなどで公表しています。
この方針に基づき、個人情報を適正かつ厳格に保護・管理するために、統括的な責任者「個人情報保護責
任者」、部署単位の責任者「個人情報管理責任者」を配置するなど管理体制を構築するとともに、個人情報
保護・管理に関する規程の制定や安全管理措置の実施など個人情報保護態勢の整備に取り組んでいます。

プライバシーポリシー（個人情報保護宣言）

　関東つくば銀行は、お客さまからの信頼・信用が第一と考え、お客さま個人を識別し得る情報（以下「個
人情報」という）の重要性を十分に認識し、その適正・厳格な取り扱いを行うため、以下のように個人
情報の保護に努めます。

1. 個人情報の取得・利用目的について
　当行は、個人情報の利用目的を明確にし、その目的の達成に必要な範囲で利用いたします。なお、
個人情報の取得、利用にあたっては、その利用目的を特定し、当行のホームページ等で公表いたします。

2. 個人情報の外部への提供について
　当行は、お客さまの同意を得ている場合および法令により認められている場合を除いて、個人情
報を第三者に提供いたしません。

3. 個人情報の開示・訂正等のご請求について
　当行は、お客さまからご自身に関する個人情報の開示・訂正等のご請求があった場合は、法令等
による特別の理由がない限りこれにお応えいたします。

4. 個人情報保護のための法令等の遵守と安全管理について
　当行は、個人情報の保護に関する法律、その他個人情報保護のための関係法令および金融庁が定
めるガイドラインを遵守の上、個人情報の漏えい等を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置
を実施いたします。

5. 個人情報保護態勢等の継続的改善について
　当行は、個人情報保護に関する行内規程を整備し、個人情報保護態勢の継続的改善に努めます。

6. お客さまからのお問い合わせについて
　当行は、個人情報の取り扱いに関するお客さまからのご意見・ご要望について、適切かつ迅速に
対応いたします。

【お問い合わせ窓口】
　関東つくば銀行　業務部　お客様相談グループ
　〒300-0043　茨城県土浦市中央二丁目11-7
　Tel：029-821-8111　Fax：029-821-8101　e-mail：info@kantotsukuba-bank.co.jp
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４．地方公共団体への協力の状況
　当行では、茨城県や茨城県内の市町村の事業に協力し、地域の発展に協力しております。
（１）地方公共団体事業と当行との関係

（２）茨城県内第三セクターへの出資状況

（３）茨城県内第三セクターへの役員派遣状況

５．環境保全活動
　当行は、企業活動において経済、環境、社会の側面を総合的に捉え企業価値を高める社会的責任を意識し
た活動（ＣＳＲ）として環境保全活動を実施しております。
（１）本店社屋社員食堂生ゴミのバイオ分解処理
　　　本店社屋約２００名の昼食をまかなう社員食堂で発生する生ゴミを処理
するバイオ分解式生ゴミ処理機を導入しています。バイオ分解式生ゴミ処
理機は、社員食堂で発生する生ゴミを自家処理し、その副産物は有機肥料
とするものです。副産物の有機肥料は、行内樹木や公園樹木の肥料として
活用しています。

（２）グリーン購入
　　　事務用備品を中心にリサイクル商品を購入しております。
　　　調達部署である総務部は、行内で使用する事務用品を一括調達する際に、
環境負荷の小さい商品を優先購入し環境保全に寄与しております。

（３）行用車両にエコカーを導入
　　　行用車両に環境保全に配慮したハイブリッドカーを導入しています。
　　　ハイブリッドカーは７人乗りのワゴンタイプで、化石燃料消費の削減と行用車両稼働台数の削減に効
果を発揮しております。今後とも関東つくば銀行ではエコカーを導入し、環境保全に配慮した車両配置
をしてまいります。

（４）バンクカード利用代金によるポイントを社団法人霞ヶ浦市民協会へ寄付
　　　行内経費支払等で利用したバンクカード（関東つくば銀行取扱いクレジットカード）によるポイント
サービスのポイントを社団法人霞ヶ浦市民協会へ寄付いたしました。

　　　社団法人霞ヶ浦市民協会は豊かな生態系を保存し、「泳げる霞ヶ浦」を目指した活動を展開しており
ます。

かんぎん「マネー・プラザ」の税務、年金等相談の状況

かんぎんマネー・プラザ相談件数

平成16年度 平成17年度平成15年度

191

142

（ 件 ）
190

平成18年度

188

かんぎん「マネー・プラザ」のご案内
本店営業部 研究学園都市支店

月曜〜金曜日 資産運用相談・証券仲介業務
毎週月曜日 年金相談
毎週火曜日 税務相談

かんぎん「マネー・プラザ」（本店営業部と研究学園都市支
店に設置）と「パーソルプラザ」（二の宮・水戸）では、お客
さまの資産運用のご相談、税金や年金に関するご相談に、専門
スタッフが応じております。

地方公共団体事業への支援項目 茨城県 市町村 事務組合等 合　計
指定金融機関業務の受託状況　　　　　　　　（先） 0 1 1 2
地方公共団体への人員派出状況　　　　　　　（人） 0 4 0 4
地方債の引受状況（残高）　　　　　　　　（百万円） 50,783 21,795 796 73,374

茨城県関連 市町村関連 合　　計
茨城県内第三セクターへの出資先数　　　　　（先） 10 12 22
茨城県内第三セクターへの出資金額　　　（百万円） 379 61 440

茨城県関連 市町村関連 合　　計
茨城県内第三セクターへの派遣取締役　　　　（人） 6 0 6
茨城県内第三セクターへの派遣監査役　　　　（人） 1 3 4

合　　計 7 3 10
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６．社会貢献活動
　当行は、よき企業市民として地域社会に貢献する活動を展開しています。
（１）社会貢献活動の基本的な考え方
　　　私たちの生活基盤である社会環境は、少子化・高齢化・環境問題等、多くの問題を抱えています。当
行では、これらの問題に積極的に関わり、地域社会を株主・お客さま・行員とならぶステークホルダー
として認識し、社会貢献活動を通して「関東つくば銀行」らしさを理解し共感していただくよう活動を
推進しています。

「関東つくば銀行」は社会貢献活動により、よき企
業市民として社会の要請と信頼に応え、豊かな人間
生活とよりよい社会の実現に貢献する。

理　　念
「関東つくば銀行」は、「社会福祉」「教育文化」「環
境」の３分野において、持てる資源を活用し、行員
参加型企業市民運動を展開する。

方　　針

社会福祉分野の活動

一支店一貢献活動

・当行では部店ごとに社会貢献活動を計画し、実施して
おります。地域のクリーンキャンペーンや公園・道路
の美化や整備等を行い、よき企業市民として社会の要
請と信頼に応え、豊かな人間生活とよりよい社会の実
現を目指しています。

・公益信託「かんぎん愛の社会福祉基金」の運用、助成
金の提供
・「関東つくば銀行献血会」における献血活動
・「かすみがうらマラソン兼国際盲人霞ヶ浦大会」への
協賛
・各地域社会の行事等に参加し運営に協力
・「関東つくば銀行小さな親切の会」の運動

環境分野の活動

・自然環境保全活動を行う個人や団体への支援
・環境保全意識の醸成と行内での具体的な対応の検討
・日本列島クリーン大作戦への参加
・霞ヶ浦・北浦流域清掃大作戦への参加
・小貝川ふれあい公園の花畑（ポピー）の種まき（10
月）、除草作業（3月・4月）への参加

教育分野の活動

・公益信託「関東つくば銀行記念奨学基金」の運営、奨
学金の支給

・文化・芸術活動への支援
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健全性の向上に向けて

自己資本の充実
自己資本については、平成15年4月1日の合併に際し「金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置
法」第3条に基づく「経営基盤強化に関する計画」の認定を受け、期限付劣後特約付金銭消費貸借（劣後ロー
ン）により60億円の公的資金を導入し充実を図りました。
また、平成16年度中に無担保転換社債型新株予約権付社債を30億円発行、平成17年7月に第三者割当
増資47億円を実施し、平成18年3月に無担保転換社債型新株予約権付社債150億円を発行し、平成19年
3月には既存の劣後ローンを17億円返済し、新たに劣後ローンを56億円借入した結果、資本金は313億
円となり、平成19年3月末の自己資本比率は単体で9.48％（連結9.49％）となる等充実に努めました。
今後とも皆さまに安心してお取引をいただけますよう、経営基盤を強化し収益力を高めながら内部留保の
蓄積を図り自己資本の充実に努め、より一層経営体質の強化を図ってまいります。

不良債権への取組み
厳正な自己査定を行っております
当行では、平成9年度から当行が保有する個々の資産等について、厳正に自己査定を行い、回収または価
値の毀損の危険度合いを判断し分類のうえ、必要額を償却・引当することによって資産の健全化に努めてお
ります。
自己査定は、営業店が一次査定、融資部が最終査定を実施しており、査定結果に伴う償却・引当について
は、企業支援部が実施する体制となっております。
その結果については、営業推進部署や査定実施部署からは独立した監査部と監査法人が監査を行い、厳正
に検証されております。
なお、自己査定については、資産の自己査定並びに償却・引当規程等の関連規程により実施されておりま
すが、関連規程等は金融庁の金融検査マニュアルや日本公認会計士協会の「銀行等金融機関の資産の自己査
定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却および貸倒引当金の監査に関する実務指針」に準じて見直しを実施
しており、正確な自己査定と適切な引当・償却に努めております。

自己資本比率とTier1比率（単体）

平成17年3月末 平成18年3月末平成16年3月末

（単位：％）自己資本比率（単体）　　Tier1比率

平成19年3月末

6.636.58

0.00

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

8.56

9.48

4.324.41 4.29

6.65
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不良債権の状況
■　金融再生法開示債権と保全状況（単体）
　平成19年3月期の金融再生法開示債権額は、前年同期比157億円減少し766億円となりました。正常債
権は8,376億円、要管理債権は137億円、危険債権は444億円、破産更生債権及びこれらに準ずる債権は
184億円であります。要管理債権以下の開示債権額は総与信額の8.37％となりました。
　不良債権に対しては、不動産担保による保全額493億円と貸倒引当金170億円によりカバーしており、
保全率は86.75％であります。

■　リスク管理債権と保全状況（単体）
平成19年3月末のリスク管理債権額は、前年同期比156億円減少し757億円となりました。内訳は、貸
出条件緩和債権額136億円、3ヶ月以上延滞債権額1億円、延滞債権額601億円、破綻先債権額18億円で
あります。なお、リスク管理債権に対する担保と貸倒引当金による保全率は86.61％となりました。

お取引先の事業再生と中小企業金融円滑化に向けての取組み
地域金融機関として、業績不振に陥っているお取引先の再生は、地域経済活性化への貢献という役割を果
たすと同時に前向きな不良債権への対応と考えており、企業支援部を中心として取引先の問題点の改善提案
や経営改善計画書策定への助言など、お取引先と銀行が協力して経営内容の改善等に取り組んでおります。
　また、地域の中小企業に円滑な資金の供給と高い付加価値を提供して地域密着型金融を推進しています。

■　事業の再生に向けた取組み
　　　取引先の事業再生に向けた支援では、50百万円以上の要管理先・破綻懸念先の対応方針協議を個々
に行った上で、経営改善支援先を見直し、累計で272社を選定しました。

　　　これらの支援先に対する取組みの結果として、企業再生ファンドを７社に活用したほか、ＤＤＳ（債
務の資本的劣後ローン化）やＤＥＳ（債務の株式化）を４社に実施しました。

■　中小企業支援スキル向上と企業再生支援に係る人材の育成
　　　人材の育成については、
　　　①　企業の将来性や技術力を的確に評価できる目利き能力の養成
　　　②　中小企業の経営相談に応えることができる支援スキルの向上

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立ての事由により経営破綻に陥っている債務者への債権お
よびこれらに準じる債権であります。

危険債権
　債務者が経営破綻の状況にはなっていないが、財務状態等が悪化し、契約による元金返済や利息支払が困難
になる可能性が高い債権であります。

要管理債権
　3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権であります。

破綻先債権
　元本又は利息の支払の遅延が相当期間遅延していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下未収利
息不計上貸出金という。）のうち法人税施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまで
に掲げる事由又は同項第4号に規程する事由が生じている貸出金であります。

延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３ヵ月以上延滞債権
　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該
当しないものであります。

貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に
該当しないものであります。
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　　　③　企業再生に関する人材（ターンアラウンドスペシャリスト）の育成等
　　を実現するため、地銀協への派遣研修や行内研修などに取組み、205名の行員の研修を実施しました。
　　　また、「創業・新事業支援コース」、「経営支援スキルアップコース」や「中小企業再生コース」など
の通信講座の受講推奨や融資関連部署との連携による業務研修を積極的に実施しました。

■　取引先企業への経営相談・支援機能の強化
　　　取引先企業に対するコンサルティング機能、情報提供機能の一層の強化に向けた取組みでは、「ＣＮ
Ｓ（地銀ネットワークサービス）情報サイト」の活用を勧め、お取引先162社と契約し情報の提供に
よる支援活動を行いました。

　　　また、ビジネスマッチング業務では10件を成約しました。
　　　経営相談・コンサルティング機能の強化と位置付けて積極的に推進を図ってきた確定拠出年金業務で
は、取引先企業4社から企業型（単独型）を受託しました。

■　創業・新事業支援について
　　　創業・新事業支援機能等の強化に向けた取組みでは、平成17年4月に公務・法人部に設置した「Ｔ
Ｘ沿線開発推進チーム」 を中心に、地元企業および進出企業との新規取引やベンチャー企業との取引を
推進しました。

　　　この結果、平成19年3月までの2年間に約70億円の沿線開発に係る資金需要に応えるなど、ＴＸ沿
線地域における中小企業金融の円滑化に貢献してまいりました。

　　　また、筑波大学や産業技術総合研究所等公的機関との連携を推進して、「つくば」発のベンチャー企
業発掘に取組んだ結果、当行が創設した「つくばベンチャーファンド」を通じて、２年間に４社（累計
10社）に対して創業・新事業支援のための投資を実施しました。

■　担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
　　　平成17年9月に新設した商工会議所との提携によるメンバーズローンは、期間中の取扱いが14億円
に達したほか、外部保証によるスコアリング商品の改定を実施するなど、取引先の資金ニーズに応えて
まいりました。

　　　また、シンジケートローンについては、共同主幹事（アレンジャー）として3件25億円、参加分と
して63件188億円を実行し、中小企業の資金調達手法の多様化等にも積極的に努めてまいりました。

■　新しい中小企業金融への取組み
　◦　内部格付けを利用した新たな中小企業向け金融に取組みました。
　◦　茨城県信用保証協会との提携無担保融資「ラピール30」の取扱いを平成15年8月1日から開始し、

16年8月２日に「ラピール50」、平成17年2月1日に「ラピール100」と改めて平成19年3月末ま
での実績は530億円となっております。

　◦　茨城県信用保証協会との大型設備提携保証「イマージ」の取扱いは平成16年9月1日から開始し、平
成19年3月末までの実績は、36億円となっております。

　◦　茨城県信用保証協会付「売掛債権担保融資制度」の取扱い実績は、46億円です。　

■　今後の取組み
　◦　事業再生への取組みは、「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」の基本

的な考え方を踏襲し、これまでのノウハウ蓄積を生かして、今後も積極的な取組みをしてまいります。
　◦　取引先企業に対する経営相談においても、ビジネスマッチング活動やＩＳＯ認証取得支援サービスの

取組み等、コンサルティング能力を高める人材育成に努めながら取組んでまいります。
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